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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第24期
第２四半期
連結累計期間

第24期
第２四半期
連結会計期間

第23期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 83,655,705 43,361,374 164,771,666

経常利益 (千円) 210,851 650,241 3,677,819

四半期(当期)純損失（△） (千円) △1,066,763 △347,863 △3,139,759

純資産額 (千円) ─ 42,801,022 49,760,898

総資産額 (千円) ─ 94,863,699 97,098,870

１株当たり純資産額 (円) ─ 931.77 1,047.98

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △26.88 △8.85 △74.37

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ 38.6 44.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,534,688 ─ 760,788

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △5,007,352 ─ △12,533,161

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 4,310,988 ─ 5,091,545

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ 15,365,601 14,821,707

従業員数 (名) ─ 13,379 11,883

（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２ 第24期第２四半期連結累計期間、第24期第２四半期連結会計期間および第23期の潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益については、四半期（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
13,379

〔19,903〕

(注) 　　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載

しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
9,136

〔13,356〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換

算）を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

情報サービス事業 42,848,492

コーポレートベンチャーキャピタル事業 ─

合計 42,848,492

(注)　金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

情報サービス事業 40,260,618 86,039,765

コーポレートベンチャーキャピタル事業 ─ ─

合計 40,260,618 86,039,765

(注)　金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

情報サービス事業 42,540,473

コーポレートベンチャーキャピタル事業 820,901

合計 43,361,374

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(１)経営成績の分析

当第２四半期におけるわが国経済は、米国発の金融危機を背景に世界的な株価急落を受け、米欧の景気

先行き不透明感が強まり、原油高は一服したものの依然として原材料価格高が続き輸出が大幅に減少、企

業が軒並み経常収益を下方修正、個人消費を圧迫するなど、より一層の景気後退懸念が強まっています。

一方、中国をはじめとしたアジア新興国では、景気減速感はあるものの投資や消費といった内需拡大が続

いており、比較的安定した経済成長を続けています。

このような社会環境のもと、当社グループの「デジタルマーケティングサービス」が関連するわが国

のインターネット広告市場は、電通の「2007年日本の広告費（2007年1月～12月）」によると、6,000億円

を突破し、なかでも企業が費用対効果を重視する傾向からSEM（サーチエンジンマーケティング）市場が

1,282億円、前年比137.8%と市場拡大の牽引となっています。一方、モバイル広告も、携帯電話の加入者数

増加に加え、3G端末の普及や通信料定額サービスの定着などを背景に接続速度の高速化・大容量化が進

んだことから企業のプロモーション活動が活発化してきており、市場規模は621億円、前年比159.2%と市

場全体の成長を後押ししています。また、「コールセンターサービス」については、日本流通産業新聞の

「テレマーケティング売上高調査（2007年8月から2008年7月まで）」によると、業界上位30社の売上高

合計が5,700億円を突破し、前回調査と比べて123.7％と拡大傾向にあり、また金融・通信分野をはじめと

した規制緩和等を追い風に、コールセンターニーズは、引き続き順調に増加しております。

以上のような状況のもと、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高43,361百万円となり前年同期を

上回る結果となりました。利益につきましては、将来の競争力強化に向けた先行投資費用の負担やコーポ

レートベンチャーキャピタル事業で営業損失を計上した結果、営業利益702百万円、経常利益650百万円、

四半期純損失347百万円となりました。

①事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

情報サービス事業につきましては、主力サービスであるコールセンターサービス事業を中心に受注が

比較的堅調に推移したことから、売上高は42,540百万円と前年同期を上回る結果となりました。営業利益

につきましては、将来の競争力強化に向けた人員の増強と昨年度後半から積極的に行った設備への先行

投資の結果、営業利益は、2,400百万円となり前年同期を下回る結果となりました。

コーポレートベンチャーキャピタル事業につきましては、株式市場の低迷に伴い保有する株式の売却

が少なかったことから、売上高は820百万円と前年同期を下回る結果となりました。営業利益につきまし

ては、保有する株式の減損処理を行った結果、営業損失367百万円を計上することとなりました。

②所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

国内につきましては、情報サービス事業が堅調に推移したことから、売上高39,229百万円、営業利益

1,995百万円となりました。

米国につきましては、コーポレートベンチャーキャピタル事業で保有する株式の売却が少なかったこ

とから、売上高は667百万円となりました。営業利益につきましては、同事業で保有する株式の減損処理を

行った結果、営業損失82百万円を計上することとなりました。

アジアにつきましては、為替の影響等により売上高は3,464百万円と前年同期を下回る結果となりまし

た。営業利益につきましては、中国でのオフショア開発が好調に推移したことなどにより営業利益214百

万となり前年同期を上回る結果となりました。

　

(２)財政状態の分析
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当第２四半期の連結総資産は、前期末に比べ2,235百万円減少し94,863百万円となりました。このうち

流動資産につきましては、2,710百万円減少し、56,045百万円となりました。これは当社における売掛金の

減少が主な要因であります。固定資産につきましては、475百万円増加し、38,818百万円となりました。

　また、負債の部につきましては、前期末に比べ4,724百万円増加し、52,062百万円となりました。これは、

主に短期・長期借入金の増加によるものです。

　純資産の部につきましては、前期末に比べ6,959百万円減少し、42,801百万円となり、自己資本比率は、

38.6％となりました。

　

(３)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失を計上したものの、減価償却費を計

上したこと等により、1,552百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産の取得等による支出などにより、2,346百

万円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行および長期借入れによる収入の増加等により、

3,334百万円の収入となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期末残高は、第１四半期末と比べ2,812百万円増加し、

15,365百万円となりました。

　

(４)事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

　株式会社の支配に関する基本方針

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　①　基本方針の内容

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が

企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である

必要があると考えております。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合、その判断は最終的には株主全体の意思に

基づき行われるべきものと考えております。また、当社株式について大量買付がなされた場合、これが当

社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否定するものではあ

りません。しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対

する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締

役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案す

るための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をも

たらすために買収者との交渉を必要とするもの等、大量買付の対象となる会社の企業価値・株主共同の

利益に資さないものも少なくありません。

　当社の企業価値は、お客様の満足度の大きさに価値を置き、環境の変化を恐れず実績とノウハウや最新

技術をプロフェッショナルとして創意工夫で融合させてゆくことの出来る社員を抱える内発的エネル

ギーや、そこから生み出される様々な創造性でお客様企業へさらに付加価値の高いサービスを提供する

マーケティングチェーンマネジメントサービス推進力をその源泉としております。当社株式の買付けを

行う者がこれら当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなけれ

ば、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

　当社は、このような濫用的な買収に対しては必要かつ相当な対抗措置を講じることにより、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

　②　基本方針実現のための取組みの具体的な内容
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(a) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、当社の企業価値を向上し、上記基本方針を実現するため、平成18年５月、中期事業計画「トラン

スコスモス中期事業計画について」を公表し、現在これを実現するべくインターネット広告、Web構築か

らコールセンターまで、付加価値の高いデジタルマーケティングサービスを提供し、顧客満足度の向上に

邁進しております。具体的には、1. デジタルマーケティング業界ナンバーワンの地位を獲得、2. 日本最

大のグローバルITアウトソーサーの地位獲得、3. BtoC事業の確立、のそれぞれを当該中期事業計画の

ミッションに掲げ、平成21年度売上高2,200億円および営業利益160億円を達成することを目標としてい

ます。

　また、コーポレート・ガバナンス強化のため、当社は、取締役会・監査役会制度を軸にし、平成18年度に

は社外取締役３名および社外監査役３名を招聘することにより、さらに透明性の高い、公正な経営を実現

することを最優先の課題として取組むなど、内部統制システムの充実を図っております。

(b) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み

当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保することを目的として、平成18年５月22日およ

び同年５月29日開催の取締役会決議ならびに同年６月29日開催の第21回定時株主総会決議に基づき、信

託型ライツ・プランの導入の一環として、住友信託銀行株式会社を割当先として新株予約権を無償で発

行いたしました。

　信託型ライツ・プランは、信託を利用することにより、所定の買収者等の有する当社の持株割合を希釈

化させることのある新株予約権を予め発行し、買収者が出現した時点の（当社以外の）株主の皆様全員

がこれを取得できるようにしておく仕組みです。

将来買収者が出現した場合には、信託銀行は、一定の手続に従って確定される新株予約権の交付を受け

るべき受益者に対して、原則として、その保有する当社株式の数に応じて新株予約権を交付することにな

ります。信託型ライツ・プランの導入に伴い発行された新株予約権は、これを行使すると１個当たり当社

の普通株式を原則として１株取得することができます。新株予約権の行使に際してする出資の目的は金

銭とし、新株予約権の行使に際して出資される財産の当社株式１株当たりの価額は、特定大量保有者（以

下に定義されます。）が出現した日の翌日以後においては、当該時価の0.03％に相当する価額（１円未満

の端数は切り上げます。）となります。

　新株予約権は、割当日の前後を問わず、一ないし複数の者が、(ア)当社が発行者である株券等の保有者

で、当該株券等に係る株券等保有割合が20％以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認める者

を含みます。）（以下「特定大量保有者」といいます。）になったことを示す公表がなされた日から原則

として10日間が経過したとき、または、(イ)公開買付けによって当社が発行者である株券等の買付け等の

公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有に係る株券等の株券等所有割合がその者の

特別関係者の株券等所有割合と合計して20％以上となる者（当社取締役会がこれに該当すると認める者

を含みます。）（以下「特定大量買付者」といいます。）となる公開買付開始公告を行った日から原則と

して10日間が経過したとき（以下、上記(ア)に定める事由と併せて「権利発動事由」と総称し、権利発動

事由が発生した時点を「権利発動事由発生時点」といいます。）に限り、(i)特定大量保有者、(ii)特定大

量保有者の共同保有者、(iii)特定大量買付者、(iv)特定大量買付者の特別関係者、もしくは(v)上記(i)な

いし(iv)に該当する者から新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲り受けもしくは承継した

者、または、(vi)上記(i)ないし(v)に該当する者の関連者（以下、上記(i)ないし(vi)に該当する者を「非

適格者」と総称します。）のいずれにも該当しない者のみが、これを行使することができます。なお、当社

取締役会は、当社が別途定めた新株予約権細則（以下「新株予約権細則」といいます。）に従い、当社の

株券等の取得または保有をしても当社の企業価値・株主共同の利益に反しない者を特定大量保有者や特

定大量買付者に該当しないと認めて権利発動事由が発生しないようにしたり、また、上記(ア)または(イ)

の10日間という期間を延長することにより、権利発動事由発生時点を延期することもできます。

　すなわち、新株予約権の権利発動事由が発生し、新株予約権が行使可能となったときは、原則として、非

適格者等を除く当社の一般の株主の皆様は、有利な条件で当社株式を取得することができるようになる

一方で、非適格者等は、他の株主の皆様による新株予約権の行使または当社による新株予約権の取得の結

果、その有する持分割合が希釈化されるという影響を受ける可能性があります。

当社は、信託型ライツ・プランの導入に際し独立委員会を設置しております。独立委員会は、権利発動

事由発生時点の延期、買収を提案する者との関係における権利発動事由の不発生その他新株予約権の行

使条件の不充足、新株予約権の取得等について、新株予約権細則に定められた手続に従い決定した場合に

は、当社取締役会に対する勧告を行います。当社取締役会は、実質的にこの独立委員会の勧告に従って、会
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社法上の機関としての決定を行うものとされています。

　なお、信託型ライツ・プランのために、平成18年７月18日付で住友信託銀行株式会社に対して無償で発

行された新株予約権の総数は75,000,000個です。新株予約権の行使期間は、原則として平成18年７月18日

から平成21年６月30日までの３年間とされております。

　信託型ライツ・プラン導入後であっても、信託型ライツ・プランが発動されていない場合、株主の皆様

に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、信託型ライツ・プランの発動時においては、信託

銀行から、当社取締役会が別途定める日における当社以外の株主の皆様に対して、その保有する当社株式

１株につき１個の割合で、新株予約権の交付がなされます。株主の皆様が、当社所定の新株予約権行使請

求書等を提出した上、新株予約権の目的たる当社株式１株当たり所定の行使価額に相当する金額を払込

取扱場所に払い込んだ場合には、新株予約権１個当たり１株の当社株式が交付されることになります。仮

に、株主の皆様がこうした金銭の払込その他新株予約権行使に係る手続を経なければ、他の株主の皆様に

よる新株予約権の行使により、その保有する株式が希釈化される場合があります。

　なお、信託型ライツ・プランの詳細については、インターネット上の当社ホームページ（http://www.

trans-cosmos.co.jp/ir/news/pdf/ir060529.pdf）に掲載の平成18年５月29日付プレスリリースをご覧

下さい。

　③ 具体的取組みに対する当社取締役の判断およびその理由

前記②(a)に記載した当社の基本方針の実現に資する特別な取組みは、当社の企業価値・株主共同の利

益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、当社の基本方針に

沿うものです。

　また、信託型ライツ・プランは、前記②(b)記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ

る目的をもって導入されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、信託型ライツ・プランは、

株主総会の特別決議を経て導入されたものであること、その内容として合理的な客観的解除要件が設定

されていること、当社経営陣からの独立性の高い社外者によって構成される独立委員会が設置され、信託

型ライツ・プランの発動、行使条件の不充足および新株予約権の取得等に関する決定については独立委

員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で独立した第三者である専門

家を利用することができるとされていること、有効期間が約３年と定められており、取締役会によりいつ

でも新株予約権を取得できるものとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、

企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではありません。

　なお、発行された新株予約権の詳細につきましては、第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(3)ライ

ツプランの内容に記載のとおりであります。

　

(５)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は295,365千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,794,04648,794,046
東京証券取引所
(市場第一部)

─

計 48,794,04648,794,046― ―

(注)　提出日現在発行数には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　新株予約権

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数
第１回　　　 968個
第２回　　    10個

新株予約権のうち
自己新株予約権の数

―

新株予約権の目的と
なる株式の種類

普通株式

新株予約権の目的と
なる株式の数

第１回　 193,600株
第２回　 　2,000株

新株予約権の行使時の
払込金額

第１回　１株当たり1,171円
第２回　１株当たり1,453円

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から平成21年６月30日まで

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格およ
び資本組入額

第１回　発行価格　　1,171円
　　　　資本組入額　　586円
第２回　発行価格　　1,453円
　　　　資本組入額　　727円

新株予約権の行使の
条件

①　各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②　新株予約権の割り当てを受けた者は、当社および当社子会社の取締役および従業員な

らびに顧問の地位を失った場合、新株予約権返還事由が生じる事となり、会社に新株

予約権を返還する事とする。また、新株予約権の割り当てを受けた者が死亡した場合

は、相続はできない。

③　その他の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に
関する事項

新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する
事項

─

組織再編成行為に
伴う新株予約権の
交付に関する事項

─

(注) １　上記の新株予約権は平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づくものであります。
２　新株予約権１個当たりの株式数は200株であります。

３　当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、各新株予約権の目的たる株式の数を次

の算式により調整されるものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらに準じて各新株予約権

の目的たる株式の数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲内で、各新株予約権の目的たる株式の数

は適切に調整されるものとする。

なお、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

４　発行日以降、当社普通株式の分割または併合を行う場合、行使価額は次に定める算式により、調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。

 調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　
１

　分割・併合の比率　

　　また、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分する(新株予約権の行使並び

に「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法に基づく商法第280条ノ19に規

定する新株引受権の行使の場合を除く。)場合、行使価額は次に定める算式により、調整されるものとし、調整

により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。
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 調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　
既発行株式数　＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

　　また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が

生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で、行使価額を調整する

ものとする。

５　平成18年２月14日開催の取締役会決議に基づき、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割し

たことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格および資本組入額」が調整されております。

　

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 1,038個

新株予約権のうち
自己新株予約権の数

―

新株予約権の目的と
なる株式の種類

普通株式

新株予約権の目的と
なる株式の数

207,600株

新株予約権の行使時の
払込金額

１株当たり1,611円

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日から平成22年６月30日まで

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格およ
び資本組入額

発行価格　　　　1,611円
資本組入額　　　　806円

新株予約権の行使の
条件

①　各新株予約権の一部行使はできないものとする。
②　新株予約権の割り当てを受けた者は、当社および当社子会社の役員および従業員なら
びに顧問の地位を失った場合、新株予約権返還事由が生じる事となり、会社に新株予
約権を返還する事とする。また、新株予約権の割り当てを受けた者が死亡した場合
は、相続はできない。

③　その他の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に
関する事項

新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する
事項

─

組織再編成行為に
伴う新株予約権の
交付に関する事項

─

(注) １　上記の新株予約権は平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づくものであります。

２　新株予約権１個当たりの株式数は200株であります。

３　当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、各新株予約権の目的たる株式の数を次

の算式により調整されるものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらに準じて各新株予約権

の目的たる株式の数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲内で、各新株予約権の目的たる株式の数

は適切に調整されるものとする。

なお、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

４　発行日以降、当社普通株式の分割または併合を行う場合、行使価額は次に定める算式により、調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。

 調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　
１

　分割・併合の比率　

また、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分する(新株予約権の行使並

びに「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法に基づく商法第280条ノ19に

規定する新株引受権の行使の場合を除く。)場合、行使価額は次に定める算式により、調整されるものとし、調

整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。
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 調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　
既発行株式数　＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

　　また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が

生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で、行使価額を調整する

ものとする。

５　平成18年２月14日開催の取締役会決議に基づき、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割し

たことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格および資本組入額」が調整されております。

　

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 1,206個

新株予約権のうち
自己新株予約権の数

―

新株予約権の目的と
なる株式の種類

普通株式

新株予約権の目的と
なる株式の数

241,200株

新株予約権の行使時の
払込金額

１株当たり2,270円

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成23年６月30日まで

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格およ
び資本組入額

発行価格　　　　2,270円
資本組入額　　　1,135円

新株予約権の行使の
条件

①　各新株予約権の一部行使はできないものとする。
②　新株予約権の割り当てを受けた者は、当社および当社子会社の役員および従業員なら
びに顧問の地位を失った場合、新株予約権返還事由が生じる事となり、会社に新株予
約権を返還する事とする。また、新株予約権の割り当てを受けた者が死亡した場合
は、相続はできない。

③　その他の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に
関する事項

新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する
事項

─

組織再編成行為に
伴う新株予約権の
交付に関する事項

─

(注) １　上記の新株予約権は平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づくものであります。

２　新株予約権１個当たりの株式数は200株であります。

３　当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、各新株予約権の目的たる株式の数を次

の算式により調整されるものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらに準じて各新株予約権

の目的たる株式の数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲内で、各新株予約権の目的たる株式の数

は適切に調整されるものとする。

なお、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

４　発行日以降、当社普通株式の分割または併合を行う場合、行使価額は次に定める算式により、調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。

 調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　
１

　分割・併合の比率　

また、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分する(新株予約権の行使並

びに「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法に基づく商法第280条ノ19に

規定する新株引受権の行使の場合を除く。)場合、行使価額は次に定める算式により、調整されるものとし、調

整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。
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 調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　
既発行株式数　＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

　　また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が

生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で、行使価額を調整する

ものとする。

５　平成18年２月14日開催の取締役会決議に基づき、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割し

たことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格および資本組入額」が調整されております。

②　信託型ライツ・プラン

　

トランスコスモス第一回信託型ライツ・プラン(平成18年６月29日)

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 75,000,000個

新株予約権のうち
自己新株予約権の数

―

新株予約権の目的と
なる株式の種類

普通株式

新株予約権の目的と
なる株式の数

75,000,000株

新株予約権の行使時の
払込金額

(注)１

新株予約権の行使期間 平成18年７月18日から平成21年６月30日まで(注)２、３

新株予約権の行使によ
り株式を発行する場合
の株式の発行価格およ
び資本組入額

(注)４

新株予約権の行使の
条件

(注)５

新株予約権の譲渡に
関する事項

新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する
事項

─

組織再編成行為に
伴う新株予約権の
交付に関する事項

─

(注) １　本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資される財産の当社

株式1株あたりの価額（以下「行使価額」という。）は、(ア)ある者が特定大量保有者（下記「新株予約権の

行使の条件」1）(i)に定義される。）になった日の翌日（以下「行使価額変動日」という。）より前において

は、本新株予約権が行使される日（以下「行使日」という。）の属する月の前月の各取引日（終値のない日を

除く。）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）（ただし、当

社の株式分割、株式併合その他行使価額の調整が必要とされるような事由が行使日の属する月の前月に生じ

たと当社取締役会が認める場合には、適切な調整が行われる。）を算術平均した額（以下「時価」という。）

に3を乗じた価額（1円未満の端数は切り上げる。）とし、(イ)行使価額変動日以後においては、時価に10,000

分の3を乗じた価額（1円未満の端数は切り上げる。）とする。

２　平成18年7月18日（火）から平成21年6月30日（火）までとする。ただし、下記「当社による本新株予約権の取

得」1）および2)の規定に基づき当社が本新株予約権を取得する場合、当該取得に係る本新株予約権について

は、当該取得日の前日までとする。また、平成21年1月1日（木）以降同年6月30日（火）以前に権利発動事由

（下記「新株予約権の行使の条件」2）に定義される。以下同じ。）が発生した場合には、当該権利発動事由が

発生した日から6ヶ月間が経過した日までとする。なお、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭

の払込取扱場所の休業日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。

３　当社による本新株予約権の取得

 1)　 当社は、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合において、本新株予約権者が下記「新株予約権

の行使の条件」3)または4)の規定により本新株予約権を行使することができないと当社取締役会が認めると

きは、当社取締役会が別に定める日の到来日をもって、全ての本新株予約権を無償で取得する。ただし、当社取

締役会が、下記「新株予約権の行使の条件」1)⑤に従い買収者が下記「新株予約権の行使の条件」1)⑤に定

める者に該当すると決定した場合は、この限りではない。

 2)　 上記1)のほか、当社は、権利発動事由発生時点までの間、いつでも、当社が本新株予約権を取得すること

が適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別に定める日の到来日をもって、全ての本新

株予約権を無償で取得することができる。

４　本新株予約権の行使により当社株式を発行する場合の株式の発行価格は、行使価格とする。本新株予約権の行
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使により当社株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条に従い算出される資

本金等増加限度額全額とする。

５　新株予約権の行使の条件は次のとおりです。

 1)　以下の用語は次のとおり定義される。

　(i) 「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等（証券取引法第27条の23第1項に定義される。以下

別段の定めがない限り同じ。）の保有者（同法第27条の23第3項に基づき保有者に含まれる者を含む。）で、当

該株券等に係る株券等保有割合（同法第27条の23第4項に定義される。以下同じ。）が20%以上である者（当社

取締役会がこれに該当すると認める者を含む。）をいう。

　　  (ⅱ) 「公表」とは、多数の者の知り得る状態に置かれたことをいい、証券取引法第27条の23または第27条の

25に定められる報告書の提出および当社が行う証券取引所の規則に基づく適時開示を含む。

  (ⅲ) 「共同保有者」とは、証券取引法第27条の23第5項に定義される者をいい、同条第6項に基づき共同保

有者とみなされる者を含む（当社取締役会がこれらに該当すると認める者を含む。）。

  (ⅳ) 「特定大量買付者」とは、公開買付け（証券取引法第27条の2第6項に定義される。以下同じ。）によっ

て当社が発行者である株券等（同法第27条の2第1項に定義される。以下本(ⅳ)号において同じ。）の買付け等

（同法第27条の2第1項に定義される。以下同じ。）の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の

所有（これに準ずるものとして証券取引法施行令第7条第3項に定める場合を含む。）に係る株券等の株券等

所有割合（同法第27条の2第8項に定義される。以下同じ。）がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計し

て20%以上となる者（当社取締役会がこれに該当すると認める者を含む。）をいう。

  (v) 「特別関係者」とは、証券取引法第27条の2第7項に定義される（当社取締役会がこれに該当すると認

める者を含む。）。ただし、同項第1号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開

示に関する内閣府令第3条第1項で定める者を除く。

  (ⅵ) ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配

下にある者（当社取締役会がこれに該当すると認める者を含む。）、またはその者と協調して行動する者とし

て当社取締役会が認める者をいう。「支配」とは、他の会社等の財務および事業の方針の決定を支配している

こと（会社法施行規則第3条第3項に定義される。）をいう。

     なお、上記(i)および(ⅳ)にかかわらず、下記①ないし⑤の各号に該当する者は、特定大量保有者または

特定大量買付者に該当しないものとする。

  ①　当社、当社の子会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第8条第3項に定義される。）ま

たは当社の関連会社（同規則第8条第5項に定義される。）

  ②　当社を支配する意図なく特定大量保有者となった者であると当社取締役会が認める者であって、かつ、

特定大量保有者になった後10日間（ただし、当社取締役会はかかる期間を延長することができる。）以内にそ

の保有する当社の株券等を処分等することにより特定大量保有者ではなくなった者

  ③　当社による自己の株式の取得その他の理由により、自己の意思によることなく、当社の特定大量保有者

になった者であると当社取締役会が認める者（ただし、その後、自己の意思により当社の株券等を新たに取得

した場合を除く。）

  ④　当社を委託者とする信託の受託者として本新株予約権をその発行時に取得し、保有している者（当該信

託の受託者としての当該者に限り、以下「受託者」という。）

  ⑤　当社取締役会において当社取締役会が別途定める新株予約権細則（以下「本新株予約権細則」とい

う。）に従い、その者が当社の株券等を取得または保有すること（以下「買収」という。）が当社の企業価値

・株主共同の利益に反しないと認める者（本新株予約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」とい

う。）が下記3)または4)の規定により本新株予約権を行使することができるか否かにかかわらず、当社取締役

会は、いつでもこれを認めることができる。また、一定の条件の下に当社の企業価値・株主共同の利益に反し

ないと当社取締役会が認める場合には、当該条件が満たされている場合に限る。）

 2)　 本新株予約権の割当日の前後を問わず、一ないし複数の者が、(ア)特定大量保有者になったことを示す

公表がなされた日から10日間（ただし、当社取締役会は、本新株予約権細則に従いかかる期間を延長すること

ができる。）が経過したとき、または(イ)特定大量買付者となる公開買付開始公告を行った日から10日間（た

だし、当社取締役会は、本新株予約権細則に従いかかる期間を延長することができる。）が経過したとき（以

下、上記(ア)に定める事由と併せて「権利発動事由」と総称し、権利発動事由が発生した時点を「権利発動事

由発生時点」という。）に限り、(i)特定大量保有者、(ⅱ)特定大量保有者の共同保有者、(ⅲ)特定大量買付者、

(ⅳ)特定大量買付者の特別関係者、もしくは(ⅴ)上記(i)ないし(ⅳ)に該当する者から本新株予約権を当社取

締役会の承認を得ることなく譲り受けもしくは承継した者、または(ⅵ)上記(ⅰ)ないし(v)に該当する者の関

連者（以下、上記(i)ないし(ⅵ)に該当する者を「非適格者」と総称する。）のいずれにも該当しない者のみ

が、本新株予約権を行使することができる。

 3)　 上記2)の規定にかかわらず、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合において、当該買収につき、

(i)次の各号に規定する事由（以下「脅威」という。）がいずれも存しない場合、または(ⅱ)一もしくは複数

の脅威が存するにもかかわらず、本新株予約権の行使を認めることが当該脅威との関係で相当でない場合に

は、本新株予約権者は、本新株予約権を行使することができない。なお、上記(i)または(ⅱ)の場合に該当する

かについては、本新株予約権細則に定められる手続に従い判断されるものとする。

  ①　下記に掲げる行為等により、当社の企業価値・株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれが

あること

  (a) 当社株式を買い占め、その株式につき当社に対して高値で買取りを要求する行為

  (b) 当社を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に買収者の利益を

実現する経営を行うような行為

  (c) 当社の資産を買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為
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  (d) 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利

益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り抜ける

行為

　　  ②　当該買収に係る取引の仕組みが当該買収に応じることを当社の株主に強要するものであること

  ③　当社株主もしくは当社取締役会が当該買収について十分な情報を取得できないこと、または、当社取締

役会がこれを取得した後、当該買収に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間が存しないこと

  ④　当該買収の条件（対価の価額・種類、買収の時期、買収方法の適法性、買収実行の蓋然性、買収後におけ

る当社の従業員、取引先その他の当社に係る利害関係者の処遇方針等を含む。）が当社の本源的価値に鑑み不

十分または不適切であること

  ⑤　上記①ないし④のほか、当該買収またはこれに係る取引が当社の企業価値・株主共同の利益（当社の従

業員、取引先その他の当社に係る利害関係者の利益も勘案されるものとする。）に反する重大なおそれがある

こと

 4)　 上記3)の規定のほか、ある者の買収に関し権利発動事由が生じた場合において、当社取締役会の提示ま

たは賛同する、当該買収とは別の代替案が存在し、当該代替案が当社に係る支配権の移転（特定の者が当社の

総株主の議決権の過半数を保有することとなる行為をいう。）を伴う場合で、かつ、(i)当該買収が当社が発行

者である株券全てを現金により買付ける旨の公開買付けのみにより実施されており、(ⅱ)当該買収が上記3)

①(a)ないし(d)に掲げる行為等により当社の企業価値・株主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそ

れがなく、(ⅲ)当該買収に係る取引の仕組みが当該買収に応じることを当社の株主に強要するものでなく、か

つ、(ⅳ)当該買収またはこれに係る取引が当社の企業価値・株主共同の利益に反する重大なおそれのないも

のである場合には、本新株予約権者は、本新株予約権を行使することができない。なお、上記の場合に該当する

かについては、本新株予約権細則に定められる手続に従い判断されるものとする。
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(3) 【ライツプランの内容】
　

当社は、平成18年５月22日および平成18年５月29日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を確保し、または、向上させることを目的として、新株予約権と信託の仕組みを利用した

ライツ・プラン（信託型ライツ・プラン）を導入することを決議し、平成18年６月29日開催の当社定時

株主総会にて承認可決いたしました。

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者 当社株主(自己株式の保有者としての当社は除く)

新株予約権の数
「(2)新株予約権等の状況 ②信託型ライツ・プラン」に記載しておりま

す。

新株予約権の目的となる株式の種類 同上

新株予約権の目的となる株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
および資本組入額

同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

取得条項に関する事項
「(2)新株予約権等の状況 ②信託型ライツ・プラン」の(注)３に記載し

ております。

信託の設定の状況 （注）１

代用払込みに関する事項 ─

(注) １　信託の設定の状況

委託者 当社

受託者 住友信託銀行株式会社

受益者
第一受益者

将来の一時点における新株予約権交付事由発生時における委託者の最終
の株主名簿に記載又は記録された株主

第二受益者 委託者

信託管理人 設置する

運用対象 信託目的に基づき、委託者が発行する新株予約権を無償にて引受

信託契約締結日 平成18年７月18日

信託契約の期間
平成18年７月18日～平成21年６月30日（但し、同日以前に新株予約権要項に定める権利
発動事由（以下「権利発動事由」という）が発生した場合には、当該権利発動事由が発
生した日から６ヶ月経過した日までとする。）

信託財産交付事由
権利発動事由が発生し、かつ信託契約に定める新株予約権の第一受益者への交付につ
き、委託者の取締役会承認決議が行われた場合。

信託の終了事由

信託契約に定める以下のいずれかに該当する事由が発生した場合。

①受託者が第一受益者を確定することが不可能または著しく困難となる事由が生じた
場合。

②第一受益者に交付されるべき全ての新株予約権の交付が完了した場合。

③信託期間が満了した場合。

④信託が解除された場合。

⑤新株予約権が全て消去された場合。

新株予約権交付方法
信託契約に従い確定された第一受益者に対し、本人確認法上の本人確認を経た上で第一
受益者に交付。但し、第二受益者には新株予約権の交付を行うことは信託契約上禁止。

信託損益の取扱い
原則として年１回信託決算を行い、決算により確定した損益額は決算日の翌営業日に信
託元本に組み入れます。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年９月30日 ─ 48,794,046 ─ 29,065,968 ─ ─

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

奥田　耕己 東京都渋谷区南平台町 7,498 15.37

奥田　昌孝 東京都渋谷区南平台町 5,910 12.11

平井　美穂子 東京都渋谷区鉢山町 2,185 4.48

財團法人奥田育英会
理事長　奥田　耕己

和歌山県和歌山市吹上２－１－２２ 1,753 3.59

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー　　
505012
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行　兜町証券決済
業務室）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都中央区日本橋兜町６－７）

1,194 2.45

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海１－８－１１ 792 1.62

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海１－８－１１ 731 1.50

メロン　バンク　エービーエヌ　ア
ムロ　グローバル　カストディ　エ
ヌ　ブイ
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店　カストディ業務部）

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108
（東京都中央区日本橋３－１１－１）

625 1.28

ノーザン　トラスト　カンパニー
（エイブイエフシー）アカウン
ト　ノン　トリーテイー
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14
5NT UK
（東京都中央区日本橋３－１１－１）

616 1.26

ノーザン　トラスト　カンパニー　
エイブイエフシー　リ　ユーエス　
タックス　エグゼンブテド　ペン
ション　ファンズ
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT UK
（東京都中央区日本橋３－１１－１）

506 1.04

計 ― 21,814 44.71

(注）１　当第２四半期会計期間末現在における、信託業務に係る株式数については、当社として把握できておりません。

２　自己株式9,484千株（19.44％）については、議決権がないため、上記から除いております。

３　ダルトン・インベストメンツ・エルエルシーから平成20年６月６日付で関東財務局長に提出された大量保有

報告書により、平成20年５月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として

当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認が出来ておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数 発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）(千株)

ダルトン・インベストメンツ・
エルエルシー

12424　Wilshire Boulevard,Suite 600,
Los Angeles,CA 90025, U.S.A

3,100 6.35
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 9,484,600

完全議決権株式(その他)
普通株式　

393,001
―

39,300,100

単元未満株式
普通株式

― ―
9,346

発行済株式総数
48,794,046

― ―

総株主の議決権 ―
393,001

―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が14,500株(議決権145個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式93株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
トランス・コスモス
株式会社

東京都渋谷区渋谷3-25-189,484,600 ─ 9,484,60019.44

計 ― 9,484,600 ─ 9,484,60019.44

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 1,3691,2771,131 969 951 912

最低(円) 1,217 987 936 836 767 640

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四

半期連結財務諸表規則を適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,609,771 15,413,082

受取手形及び売掛金 24,359,692 26,487,264

営業投資有価証券 8,943,279 10,257,206

有価証券 18,421 19,753

商品及び製品 570,999 208,760

仕掛品 1,184,265 1,046,719

貯蔵品 13,313 10,704

その他 5,550,347 5,589,704

貸倒引当金 △204,457 △277,337

流動資産合計 56,045,633 58,755,859

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 5,346,890

※１
 5,704,613

工具、器具及び備品（純額） ※１
 5,402,814

※１
 5,268,432

土地 1,183,414 1,398,541

その他（純額） ※１
 957,328

※１
 737,215

有形固定資産合計 12,890,448 13,108,803

無形固定資産

のれん ※３
 2,459,045

※３
 2,391,979

その他 5,694,285 4,969,118

無形固定資産合計 8,153,330 7,361,097

投資その他の資産

投資有価証券 1,672,579 1,788,194

関係会社株式 6,051,672 6,490,609

その他の関係会社有価証券 293,792 358,218

出資金 3,200 6,700

関係会社出資金 430,210 393,825

差入保証金 5,581,769 5,083,992

その他 4,039,876 4,035,739

貸倒引当金 △298,813 △284,171

投資その他の資産合計 17,774,287 17,873,110

固定資産合計 38,818,066 38,343,011

資産合計 94,863,699 97,098,870
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 5,093,518 6,655,402

短期借入金 ※２
 6,177,680

※２
 1,870,235

1年内償還予定の社債 421,000 5,312,000

1年内返済予定の長期借入金 192,260 43,480

未払金 3,483,351 4,300,654

未払法人税等 1,026,475 2,675,343

未払消費税等 1,283,718 1,695,781

賞与引当金 3,442,702 3,147,121

その他 7,560,600 6,448,109

流動負債合計 28,681,308 32,148,129

固定負債

社債 4,248,000 36,000

長期借入金 18,594,810 14,689,530

退職給付引当金 239,109 144,196

その他 299,448 320,116

固定負債合計 23,381,368 15,189,842

負債合計 52,062,677 47,337,972

純資産の部

株主資本

資本金 29,065,968 29,065,968

資本剰余金 23,009,730 23,057,566

利益剰余金 785,980 3,649,849

自己株式 △19,749,286 △17,834,374

株主資本合計 33,112,392 37,939,010

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 221,764 310,530

繰延ヘッジ損益 △3,967 △7,134

為替換算調整勘定 3,297,214 4,716,406

評価・換算差額等合計 3,515,011 5,019,802

新株予約権 300 －

少数株主持分 6,173,318 6,802,085

純資産合計 42,801,022 49,760,898

負債純資産合計 94,863,699 97,098,870
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 83,655,705

売上原価 68,067,334

売上総利益 15,588,371

販売費及び一般管理費 ※１
 15,101,116

営業利益 487,254

営業外収益

受取利息 79,985

受取配当金 14,714

為替差益 29,128

その他 210,711

営業外収益合計 334,540

営業外費用

支払利息 192,517

デリバティブ評価損 70,085

持分法による投資損失 172,313

その他 176,026

営業外費用合計 610,943

経常利益 210,851

特別利益

固定資産売却益 8,355

貸倒引当金戻入額 13,638

持分変動利益 179,774

その他 43,544

特別利益合計 245,313

特別損失

固定資産売却損 27,708

持分変動損失 98,063

固定資産除却損 96,398

減損損失 289,118

関係会社株式評価損 301,018

その他 306,241

特別損失合計 1,118,548

税金等調整前四半期純損失（△） △662,383

法人税、住民税及び事業税 864,434

法人税等調整額 △287,467

法人税等合計 576,967

少数株主損失（△） △172,586

四半期純損失（△） △1,066,763
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 43,361,374

売上原価 34,932,941

売上総利益 8,428,433

販売費及び一般管理費 ※１
 7,725,599

営業利益 702,834

営業外収益

受取利息 48,079

受取配当金 5,224

デリバティブ評価益 151,453

その他 114,206

営業外収益合計 318,965

営業外費用

支払利息 109,866

為替差損 28,325

持分法による投資損失 93,763

その他 139,602

営業外費用合計 371,557

経常利益 650,241

特別利益

固定資産売却益 7,331

貸倒引当金戻入額 6,570

持分変動利益 32,316

その他 30,723

特別利益合計 76,942

特別損失

固定資産売却損 242

持分変動損失 98,063

固定資産除却損 80,570

減損損失 276,283

関係会社株式評価損 194,594

その他 231,106

特別損失合計 880,861

税金等調整前四半期純損失（△） △153,676

法人税、住民税及び事業税 △208,321

法人税等調整額 317,525

法人税等合計 109,203

少数株主利益 84,982

四半期純損失（△） △347,863
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △662,383

減価償却費 1,372,927

減損損失 289,118

のれん償却額 282,299

無形固定資産償却費 654,435

賞与引当金の増減額（△は減少） 291,972

貸倒引当金の増減額（△は減少） 86,314

退職給付引当金の増減額（△は減少） 32,220

受取利息及び受取配当金 △94,700

支払利息 192,517

為替差損益（△は益） △29,128

持分法による投資損益（△は益） 172,313

関係会社株式売却損益（△は益） △6,013

関係会社株式評価損 301,018

持分変動損益（△は益） △81,710

固定資産除却損 96,398

売上債権の増減額（△は増加） 2,082,572

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 237,214

営業投資有価証券評価損 632,461

たな卸資産の増減額（△は増加） △490,867

仕入債務の増減額（△は減少） △1,536,132

その他 235,738

小計 4,058,587

利息及び配当金の受取額 125,493

利息の支払額 △173,304

法人税等の支払額 △2,476,088

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,534,688

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △110,325

定期預金の払戻による収入 359,354

有形固定資産の取得による支出 △2,097,720

無形固定資産の取得による支出 △1,672,097

投資有価証券の取得による支出 △141,933

関係会社株式の取得による支出 △541,415

少数株主からの株式の購入による支出 △599,605

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△302,142

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△22,256

差入保証金の差入による支出 △401,809

差入保証金の回収による収入 94,795
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

その他の支出 △138,118

その他の収入 565,923

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,007,352

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 52,552,800

短期借入金の返済による支出 △48,258,906

長期借入れによる収入 4,000,000

長期借入金の返済による支出 △41,592

自己株式の取得による支出 △1,993,803

自己株式の売却による収入 31,055

少数株主からの払込みによる収入 360,112

社債の発行による収入 4,500,000

社債の償還による支出 △5,199,000

配当金の支払額 △1,639,676

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,310,988

現金及び現金同等物に係る換算差額 △353,654

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 484,669

現金及び現金同等物の期首残高 14,821,707

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

59,225

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 15,365,601
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　　至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲の変更

当第２四半期連結累計期間の連結子会社の異動は次の通りであります。

（新規）

・ネットゴーストPIPOPA製作委員会（平成20年４月１日付、設立）

・株式会社アレス・アンド・マーキュリー（追加取得による持分法適用会社からの変更）

・トランスコスモスフィールドマーケティング株式会社（重要性が増したため）

・デジット株式会社（追加取得による変更）

・ビズ・トラスト株式会社（平成20年７月31日付、設立）

・大宇宙ジャパン株式会社（平成20年８月６日付、設立）

・インデックスネクスト株式会社（新規取得　平成20年10月１日　株式会社アップアローズに名称変更）

・Mitsiam Tele-Services Co.,Ltd.（追加取得による持分法適用会社からの変更

　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年10月１日　transcosmos(Thailand)Co.,Ltd.に名称変更)

・SMART LUCK ENTERPRISES LIMITED（新規取得）

・株式会社フレーバー（重要性が増したため）

・上海特朗思大宇宙信息技術服務有限公司（重要性が増したため）

・北京特朗思信息技術服務有限公司（重要性が増したため）

（除外）

・株式会社エクスペリエンス（全保有株式売却）

・広州大宇宙信息創造有限公司（平成20年７月７日付、清算許可）

 

２　持分法の適用範囲の変更

当第２四半期連結累計期間の持分法適用会社の異動は次の通りであります。

（除外）

・株式会社アレス・アンド・マーキュリー（追加取得による連結子会社へ変更）

・Mitsiam Tele-Services Co.,Ltd.（追加取得による連結子会社へ変更）

 

３　連結子会社の四半期連結決算日の変更

新たに当第２四半期累計期間に連結子会社に異動した子会社で連結決算日が異なる会社は次の通りでありま

す。

（決算日　12月31日）

・Mitsiam Tele-Services Co.,Ltd.

・SMART LUCK ENTERPRISES LIMITED

・大宇宙ジャパン株式会社

・株式会社フレーバー

・上海特朗思大宇宙信息技術服務有限公司

・北京特朗思信息技術服務有限公司

　連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。

（決算日　その他）

・株式会社アレス・アンド・マーキュリー　４月30日

・デジット株式会社　　　　　　　　　　　４月30日

・インデックスネクスト株式会社　　　　　８月31日

　連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。
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当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　　至　平成20年９月30日)

４　会計処理基準に関する事項の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準

については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。この変更による損益

に与える影響はありません。

(2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号)を第１四半

期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間は、従来の方法によった場合に比べて、営業利益、経常利益および税金等調

整前四半期純利益は、それぞれ5,956千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　　至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

一部の連結子会社は、当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著し

い変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

　固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の実績を反映し年間償却予定額を期間按分する方法によっておりま

す。

　なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

４　法人税等ならびに繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法

　一部の連結子会社は、法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　　　該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

　　当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、9,641,236千円で
あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、9,301,283千円で
あります。

※２　当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約

当座貸越極度額および

貸出コミットメントの総額
17,500,000千円

借入実行残高 4,500,000千円

　差引額 13,000,000千円

※２　当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約

当座貸越極度額および

貸出コミットメントの総額
19,000,000千円

借入実行残高 ─

　差引額 19,000,000千円

※３　のれんおよび負ののれんの表示
　のれんおよび負ののれんは相殺表示しておりま
す。相殺前の金額は次の通りであります。

※３　のれんおよび負ののれんの表示

─────

のれん 2,609,003千円

負ののれん 149,958千円

差引 2,459,045千円

 ４　偶発債務
　当社は、平成19年８月３日ジーイーキャピタル
リーシング株式会社から、ＡＳＰ型ＣＡＤソフトウ
エアの販売取引に関して、約19億円の売買代金返還
訴訟を提起され、また、同取引に関与した当社他５
社に対して約58億円の損害賠償請求訴訟を提起さ
れました。
  なお、約19億円の訴訟と約58億円の訴訟は、別訴
になっておりますが、事実関係は、19億円の限度に
おいて、重複しております。
  また、この取引は、最終ユーザーの元社員の詐欺
行為が発端となっており、最終ユーザーがジーイー
キャピタルリーシング株式会社との契約行為を否
認したことにより、同社への販売者である当社およ
び他２社ならびに最終ユーザーに対して訴訟を提
起したものであります。

 ４　 偶発債務
同左

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金
額は次のとおりであります。
貸倒引当金繰入額 2,766千円
広告宣伝費 360,645千円
役員報酬 457,223千円
給与賞与 5,897,359千円
賞与引当金繰入額 688,741千円
求人費 415,689千円
地代家賃 845,836千円
減価償却費 310,379千円
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第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金
額は次のとおりであります。
広告宣伝費 182,625千円
役員報酬 251,506千円
給与賞与 2,959,398千円
賞与引当金繰入額 353,300千円
求人費 192,637千円
地代家賃 446,669千円
減価償却費 162,333千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 15,609,771千円

有価証券勘定 18,421千円

　計 15,628,192千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△262,590千円

現金及び現金同等物 15,365,601千円

　

　
(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)および当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１

日　至　平成20年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 48,794,046

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 9,484,693

　

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名
目的となる株式の

種類
目的となる株式の数

（株）

当第２四半期
連結会計期間末残高

（千円）

提出会社 ─ ─ ─

連結子会社 普通株式 600 300

合計 600 300
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４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,639,676 40平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項ありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、平成20年３月24日および平成20年５月20日開催の取締役会決議による自己株式の取得を当四

半期累計期間に行いました。この結果自己株式が1,914,912千円増加し、当第２四半期連結会計期間末

において自己株式が、19,749,286千円となっております。

　

(リース取引関係)

　 当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

及び
当第２四半期連結会計期間

（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っており、当四半

期連結会計期間末におけるリース取引残高が前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められます。

１．　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および四半期末残高相当額

有形固定資産
（千円）

無形固定資産
（千円）

合計
（千円）

取得価額相当額 909,330 254,081 1,163,411

減価償却累計額相当額 591,538 183,552 775,090

四半期末残高相当額 317,791 70,529 388,320

　
２．未経過リース料四半期末残高相当額等

　　　未経過リース料四半期末残高相当額

１年内 212,299千円

１年超 189,336千円

合計 401,636千円

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

（四半期連結累計期間）

支払リース料 152,837千円

減価償却費相当額 142,052千円

支払利息相当額 5,257千円

　　（四半期連結会計期間）

支払リース料 71,905千円

減価償却費相当額 67,318千円

支払利息相当額 2,450千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。
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(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

　時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証

券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られま

す。

　

その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

　株式 1,081,742 1,440,533 358,791

計 1,081,742 1,440,533 358,791

（注）当連結累計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、303,078千円の減損処理を行っておりま

す。減損処理にあたっては、当連結会計期間末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、回復可

能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

　対象物の種類が通貨関連のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなってお

り、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益

通貨関連

種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

　金利スワップ 200,000 △9,655 △9,655

　通貨スワップ 2,434,736 △192,979 △192,979

合計 2,634,736 △202,635 △202,635

（注）　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

情報サービス
事業
(千円)

コーポレート
ベンチャー
キャピタル事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

　　売上高

(1)　外部顧客に対する
売上高

42,540,473820,90143,361,374 ─ 43,361,374

(2)　セグメント間の
内部売上高又は振替高

71 ─ 71 (71) ─

計 42,540,545820,90143,361,446 (71)43,361,374

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

2,400,029△367,5122,032,516(1,329,682)702,834

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　各事業の主な内容
　(1) 情報サービス事業………………………………情報処理サービス業務、ソフトウエア開発業務、商品・製品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の販売

　(2) コーポレートベンチャーキャピタル事業……事業開発投資事業

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

情報サービス
事業
(千円)

コーポレート
ベンチャー
キャピタル事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

　　売上高

(1)　外部顧客に対する
売上高

82,566,2171,089,48783,655,705 ─ 83,655,705

(2)　セグメント間の
内部売上高又は振替高

569 ─ 569 (569) ─

計 82,566,7861,089,48783,656,274 (569)83,655,705

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

4,119,931△846,7183,273,213(2,785,958)487,254

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　各事業の主な内容
　(1) 情報サービス事業………………………………情報処理サービス業務、ソフトウエア開発業務、商品・製品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の販売

　(2) コーポレートベンチャーキャピタル事業……事業開発投資事業

３　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号)を当第１

四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益は、「情報サービス事業」で5,956千円増加し

ております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

日本
(千円)

アメリカ
(千円)

アジア
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　　売上高

 (1) 外部顧客に対する
　 　売上高

39,229,284667,2533,464,83643,361,374 ─ 43,361,374

 (2) セグメント間の内部
 　　売上高又は振替高

21,257 19,656527,798568,712(568,712) ─

計 39,250,542686,9103,992,63443,930,087(568,712)43,361,374

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

1,995,910△82,119214,4952,128,286(1,425,452)702,834

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　「アジア」に属する国および地域は、中国および韓国であります。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

日本
(千円)

アメリカ
(千円)

アジア
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　　売上高

 (1) 外部顧客に対する
　 　売上高

76,370,285985,7406,299,68083,655,705 ─ 83,655,705

 (2) セグメント間の内部
 　　売上高又は振替高

84,650 45,733931,0851,061,469（1,061,469） ─

計 76,454,9351,031,4737,230,76584,717,175（1,061,469）83,655,705

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

3,438,210△ 303,619277,8063,412,398（2,925,143）487,254

(注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　「アジア」に属する国および地域は、中国および韓国であります。

４　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号)を当第１

四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益は、「アジア」で5,956千円増加しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

アメリカ アジア その他 計

Ⅰ  海外売上高（千円） 803,818 2,905,393 29,387 3,738,599

Ⅱ  連結売上高（千円） ─ ─ ─ 43,361,374

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合（％）

1.9 6.7 0.1 8.6

（注）１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２　各区分に属する主な国または地域

(1)アメリカ・・・アメリカ

(2)アジア・・・・韓国、中国

(3)その他・・・・欧州

 ３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

アメリカ アジア その他 計

Ⅰ  海外売上高（千円） 1,162,7005,820,477 33,212 7,016,390

Ⅱ  連結売上高（千円） ─ ─ ─ 83,655,705

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合（％）

1.4 7.0 0.0 8.4

（注）１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

 ２　各区分に属する主な国または地域

(1)アメリカ・・・アメリカ

(2)アジア・・・・韓国、中国

(3)その他・・・・欧州

 ３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

931円77銭 1,047円98銭

　

２　１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

　１株当たり四半期純損失金額　　　26円88銭 　１株当たり四半期純損失金額　　　８円85銭

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、１株当たり四半期純損失であるため、記載しており

ません。

 ２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 1,066,763 347,863

普通株式に係る四半期純損失（千円） 1,066,763 347,863

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) ─ ─

普通株式に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 39,683,874 39,309,376

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─ ─

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

トランス・コスモス株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　恩　　田　　　　　勲　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　川　　一　　夫　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　川　　　　　豪　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトラ

ンス・コスモス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から

平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トランス・コスモス株式会社及び連結子会社

の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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